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審査請求人が、平成２ ２年１０月１日付けで提起した生活保護申請却下処分に係る
審査請求について、次のとおり裁決する。　　　　　　　　 ・　　　　・

コ　　 ▽　　　･主　　　 文　　　　　　　　　　　　　　　　　十

（以 下 「処 分 庁 」 と い う。） が 、 審 査 請 求 人 （以 下

という。）に対し、平成２２年９月２８日付
丶　　　　　　　　　　　 ・　　　　　　　　　I　　　　　　I ㎜-活 保 護 法 （ 昭 和 ２ ５ 年 法 律 第1 ４゙ ４ 号 。 以 下 「 法 」 と い う

Ｏ
） 第 ２ ４

生 活 保 護 申 請 却 下 処 分 （ 以 下 「 本 件 処 分 」 と い う 。
） を 取 り 消 す

。

第 １

１
審査請求の耡旨及び理由
審査請求の趣旨
主文と同旨ｙコ

理　　 由

２　審査請求の理由 レ　　づ 。　　　　　 卜　　　 卜
請求人の主張する審査請求の理由は、次のとおりである。

（１）本件処分の手続の違法

｢請求人｣
て)だ、生

の規定による

却 下 理 由 の附 鉈 は、「どの よ｡うな 事実 に 基づ い て どの よ うな 法的 玻 由 （処 分

の 要 件 ）によ り 当該 処 分 が行 われ た の か相 手 方 におい て十 分認 識 し 得 る 程 度 に

示 す こ とが必 要 で あ る。」（平 成 １ ４年 ３月 ６ 日生活 保護 関係全 国係長 会 議 資料 ）

と され 、通 説 的 見 解 に よれ ば 、理 由 附記 は処 分を適 法 な らしめ る効力 要 件 で あ

る と さ れ る。 こ れは 、処 分 庁 の判 断 の慎 重及 び 合理 性 を 担保 し、不 服 申 立 て の

便 宜 を 図 り、も っ てそ の 恣 意 を抑 止 す る とこ ろ にそ の趣 旨があ り、す べ て の活

動 の 基 礎 とな る べ き最 低 限 度 の生 活 に 重 大 な 影 響 を及 ぼす 生 活 保 護 法 に おい

て は 、 他 法のい か なる 処 分 と比 べ て も厳 格 に 運用 さ れな けれ ばな らない 。

仮 に 、処分庁 が理 由 附記 を 追完 す る と して恚 、附記 理 由に具 体 的事 実 の摘 示

Ｉ　Ｉ　　　　°　　　　　　　　　　　　’　　　　　　　●　　　　　　　　　●を 求 めち れ る前 記 の趣 旨 に照 らせ ば 、処 分 の 相 手方 で あ る請求 人 が 具 体 的 に ど

うす れ ば よか っ た の か を了 知 で き な く て は な らない 。 具体的 に は、託 児 先 のな

い 幼 児 を抱 え た請 求人 が 、い か に 稼 働 能力 を 活用 しミ 現 に要保 護 状 態 を 脱 出す

る こ と が でき る の か、 ぞ の適 否 判 断 を明 示 し なけ れ ば な らない 。
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し か る に 、 本 件 処 分 の 「稼 働 能 力 を 十 分 に 活用 し7（ い ない た め。） とい う記

大 載 の み によ っ て は、い か にこ れ を解 釈 し よ う とし て も、前記 に挙 げ た点 を了 知

す る こ とは で きない 。 よっ てﾐ 本 件 処 分 は 手 続 の違 法 が ある。　　　　　 ダ
（２） 本 件 処 分 の実 体の違 法　 卜

●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
。　　　　丶。

・ ／請 求 人 は 、元 夫 か ら の ドメ ス テ ィ ッ ク･･バ イ オレ ン ズ（以 下 ＦＤ Ｖ）とい う。）’

に疲弊してヽ 本件処分ド坏る申請旆7)8月１５日ふ包㎜ ㎜ヽ ・ の

ｊ

臻

｀
’ ″

４

、

．い

Ｉ

。
１
１

Ｉ

。

．『

３

μ

４

．

．
．
、
Ｊ

こ

。
ａ

ト

ー
Ｘ

Ｊ

！
’．
・
’
．
．

″‐

”
．
ら
ｉ

Ｘ
Ｉ

Ｊ

｀
『

’

．
・
”

；

‘

、

’

７

”

”

‘

・

・
・

☆

口

』

…

…

…
…

・

｛

｝

て

・

こ

…

…

…

…　

．

－ 一 一㎜ 夕と も 叭四 に 入 居 した も の で あっ て 、ま た 、申 請 日 にお け る所

持 金 も 少 なく 、日本 国 憲 法 第 ２ ５条 第ｉ 項 及 び 法 第 ３条 に定 め られ た 最 低 限 度

の 生 活 を維 持 で き る だけ の 収入 を得 られ て い な かっ た。
･･　　●　・　　　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
ま た 、法 第 ２ ５条 第 １項 は 、保 護 の実 施 機 関 に対 し。要保護 者 が急迫 し た 状

●　　　　　
・　　Ｉ　　　　　　　・

況 に あ る とき は 、 す みや か に職 権 を も っ て 保 護 を 開 始 す､るこ とを 義務 付 け る。

こ の 義 務 は 、法 第４条 第 ３項 に 、急 迫 し た 事 由 があ る場 合 に、必 要 な保 護 を 行

うこ と を妨 げ る も の で はない と規 定 され て い るこ とか ら、要保 護 者 が 生活 に 困

窮 し で い る が利 用 し 得 る資 産 等 を 活 用 し て い な､い 場 合 に つい て も免 除 され る

こ と･は ない と解 され る。保護 の 要 件 を夕 い てい たこ とが 事後 的 に判明｡し た場 合

に は 、法 第 β３条 の規 定 に よ る 保 護 費 の 返 還 が 予定 され 、そ れ を適 用 す れ ば 足

り る か らであ る。　　ニ　　 ニ　 、　　　　　　　　　　 二

ご こ の よ うな法 の規 定 の仕 方 に 照 らせTば 、生 活 困窮 状 態 の世 帯 に対 す る 保護 の

適 用 に づい ては 、い さ さ かの猶 予 も 懈 怠 も 許 さ典 る もの では ない 。鴦 に 生活 困

窮 状 態iこあ る世 帯 に対 し 七は 、生活 保 護 の 提 要 に よ り最低 限 度 の生活 を確 保 す

Ｉ　　`　　　●　　　　　　　　　Ｉ　　　　　　●る の が 第一 であ り、稼 働 能力 の活 用 は保 護 開 始 後 に就 労指 導 め かた ち で あ 畆わ

＼れ る も の で あ る。ノ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ∧　 。 、
稼 働 能力 を活 用 し てい る か否 か につ い て は 、①稼 働 能力 があ るか 否 か 、ヽ② そ

●●　　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●の 具 体 的 な稼 働 能力 を 前 提 とし て 、そ の 能力 を 活用 す る 意思 が ある か 否 か 、③

実 際 に 稼 働 能力 を活 用 す る就 労 の場 を得 る こ とが で き るか否 か 、に よ り 判 断 す

る こ と と され る（昭 和 ３ ８年 ４月 １ 日卜付 け 社 発 第 ２ ４６ 号厚 生省 社 会 局長 通 知

（以 下 「局 長 通 知 」 とい う。）・第 ４の1. 参 照）。 ま た 、 稼働 能力 が あ る か否 が、
の評 価 に つい て は 、年 齢 や 医 学 的 な面 か ら め評 価 だ けで は なく 、そ の者 の有 し

T（ い る 資 格 、生 活 歴 ・職 歴等 を 把 握 ・分 析 し 、そ れ らを 客観 的 かつ総 合 的 に 勘

●　　　　　　　　　　　　　　　・　　　ｙ　　　　　　　　Ｉ　Ｉ　　　Ｉ　。。案 じ て 行 うこ と とされ る （局長 通 知 ・第 ４ の ２参 照 ）。 そ して 、 稼働 能 力 を 活

用する意思があるか否かの評価については、 より本人に申
告させるなど、そり者め求職活動の実施状況を具体的に把捩じ、その者が前記

・で評価された稼働能力を前提として真摯に求職活動を行ったかどうかを踏ま
えて行うこととされる( 局長通知・第４のａ参照)ンさらに、就労の場を得る
七 とができるか否かの評価については、前記で評価した本人心稼褊能力を前提
として、地域における有効求人倍率や求人内容等の客観的な情報や、育児や介

・　　　　　四　　●　　　　　　　　　　　　　　．
護め必要性など、その者の就労を阻害する要因をふまえて行うこととされる
(局長通知・第４の４参照)．　　　　　　 ．
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本 件 に お い て は ぐ請 求 人 は 、す で に 所 持 金 が 尽 き か け 、収 入 の め ど が 立 た ず 、

生 活 に 困 窮 し た 状 態 で 、 処 分 庁 に 対 し 、卜本 件 処 分 に 係 る 申 請 を 行 っ た 。

ま た 、 請 求 人 は 、 託 児 先 の め ど が 立 だ｡な い 幼 児 を 抱 え 、 ま た 、 夫 か ら のDV

か ら 離 脱 し た 直 後 の こ と や 心 身 と も に 疲 弊 し き って 郛 り 、 こ れ は 重 大 な 就 労 阻

害:要 因 七 あ る 。 請 求 人 は 、轜 に 亅蟒
㎜ 卜 め 通 院ﾔ

、j
四

へ の 通 院 を

希 望 し て い る が 、 そ れ も で き な い 状 態 で あ っ た 。　 卜　　 ご　　 ‥‥
‥

、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ●　　　　　　　　　　　　　　　･■　　　　　　　　　　　　 、　　　　■
し か る に い 処 分 庁 の 職 員 は 、 請 求 人 に 対 し 、 こ れ ら の 就 労 度 阻 害 契 因 に 対 す

る 具 体 的 な 指 導 助 言 を 一 切 せ ず 、 漠 然 と 就 労 を 指 示 す る の み で 、 請 求 人 が 仕 事l

の 面 接 を 電゚ 話 で 申 し 込 ん だ 際 に 「子 ど も を 預 け る と こ ろ が 決 ま っ て か ら 来 て く

だ さ い 。」 と い う 理 由 で 断 ら れ た 旨 を 相 談 し て も 、「そ れ で も 面 接 に 行 っ で き て ’
.j　　　　　　　　　　　　　　　　

●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●
･く だ ざ い 。」 と 形 式 的 な 面 接 回 数 に こ だ わ る 姿 勢 を 固 持 し た 。　 に　　　 ＼　 、

本 件 処 分 時 に お い て 、請 求 人 世 帯 の 手 持 ち 金 は0 ０ ０ 円 に な っ て お り 、

も ど も と 生 活 困 窮 状 態 に な っ た の が い よ い よ 窮 迫 し て い た 。 ま た 、 電 気 ・ガ ス

Ｉといったライフラインの料金が払えず、督促を受けているほか、㎜ に｡つ
いても家賃が払えず支払いを待ってもらっている状態であり、要保護性がいよ
いよ急迫していた。　＝　∧　　　　　　　　　　　　　　ノ　　　‥‥ ‥‥
請求人世帯め基準生活費は、･少なく見積もっても２０万円を超える金額にか

るのは明白であるところ、さしたる職歴も資格もなく、託児先りない幼児を抱
／えた請求人に対し、この需要を即時に満たすだけの職を得るごとを要求するの
は、まったく現実的でない。　　　　　　　　　　　犬

・　　。　　　　　・　　　　　　　１　　・
（３）結語　　　　　　　　　　 ＼

以上のとおりであるから、本件処分は違法又は不当である。　　　　　。

２　 認 定 事 実 及 び 判 断

●　　●　Ｉ　　　・１　 認 定 事 実
／
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１ ） 請 求 人 は 、 平 成 ２ ２年 ９ 月 ３ 日、 処 分 庁 に 対 し 、 収 入 が な ’く 生 活 困 窮 で あ る

こ と を 理 由 に 保 護 の 開 始 を 申 請 し た こ と （以 下P 本 件 申 請Ｌ.と い う。）､。

２ ） 本 件 申 請 時 に 提 出 さ れ た 資 産 報 告 書 に よ れ ば 、請 求 人 世 帯 の 所 持 金 は 、現 金
Ｓ　　　　　　　　　Ｉ　　●　　　　　　。　■ ・　　　　　　　　　　　　・　　　　　　１　　　●及 び 預 貯 金 の 合 計 １ ２ ， ０ ０ ０ 円 で あ り 、 そ の 妲 に 資 産 は な か っ た こ と 。

３ ） 請 求 人 は 平 成● 年 ● 月 に 離 婚 し 本 件 申 請 時 に お け る 請 求 人 り 世 帯 は 、 請
一 一 一　　 －　-

求人、請求人の子であ
生まれ）及Ｕ●
に居住していたこと。

宋牡 ●( 四
生ま鄒）の４人世帯でありつ－P

（４）請余人は、㎜ 生まれの女性であり、･学歴は中学卒業、資格等ぽ
有してぃないて匸T盲斫ヱ豕球匍 年●ｸIより皿 におい七アルバイトを始

.　-　　　---　　　　　　’・　　　　　　　　　’　■J・　めだが、離婚と前後して当該アルバイトを辞めたこと。　　　　　 、
（５）･請求人は、平成２２年９月、託児先めやどが立だない幼児を抱えながら、処
分庁め助言指導によって、次のような求職活動をしていたこと。　　　二
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ナ　会社名友び往事内容:j㎜ における配達仕分け。
求職活動の日時：９月１０日。　　　‘　　 厂　 ’
箱果：「子どもを預けてからお話しください」との理由で不採用。

イ　会社名及び仕事内容
求職活動の日時：９月。１４日。，　 く　　　　く
結果：「時間が合わなかった」と坏）理由で不採用。

ウー会社名及び仕事内容:
｡助。＼’

こおける介助ご

における介

求 職 活 動 の 日 時 ： ９ 月 １ ４ 日 。 ‥ ‥‥　 ‥
結 果 ：「資 格 な し の 人 は い る め で 資 格 あ り の 人 が 弓 し い 」 と` の 理 由 變 不 採

用 ６　　　　　　●　　　　　　’　　　　　・　　　　　　　　・　　　　　。　･ ●　　
・　　。　　■　　　、･

（ ６ ） 請 求 人 は 、 平 成 ２ ２ 年 ９ 月 １ ３ 日 付 け で 、 社 会 福 祉 協 議 会 の 福 祉 銀 行 貸 付 制

度 か ら 、 当 面 の 生 活 費 に 充 て る た め に ２ ０ ， ０ ０ ０ 円 を 借 り受 け た こ と 。
（ ７ ） 処 分 庁 は 、 請 求 人 に 対 し 、 稼 働 能 力 を 十 分 に 活 片 し て い な い こ と を 理 由 と し

て本件処分を行い4平成２２年９牙28 日付
したこと。　　　　・

（８）請求人は、平成２２年１０月１日付けで、本件審査請求を提起したこと。卜
（９）平成２２年１０月口日付けの請求人に係る検診書には、次めとおり記載され

ていたこと。　　　　　　　　　　　｀　　　　　匸　　　　　　　・　　≒’
ア　傷病名及び病状：なし　　　 厂　　　　　　　　　　　　　 △
イ　診療の要否、診療の方法等に関する意見：否　 ／　匸　 ＼ご
ウヶ稼働能力：普通労働可能　　　　　 ’　　　　　　　　　　 い

２　半U断　　　　 卜　　 ／　　　　　 卜　　　　　　　 づ　∧
（１）保護の補足性についてー　　　 。･･･　･･　　　　　　　　　　　　　。・

法第４条第ｉ項は、「保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、

犬
球
犬

能力その他あらゆるものを、その最低限度の生活の維持のために活用すること
を要件として行われる。」と規定する。これは、いわゆる保護の補足性、すな
わち生活保護は自らの力で最低限度の生活を維持できない場合に行われるべ
きことを定めたものである。
そして、同項にいう利用し得る能力には稼働能力も含まれるのであって、年

齢、経歴、健康状態等から稼働能力ありとみられる者については、当然にその
能万を最低限度の生活の維持のために活用すべきことになる／

(2卜 稼働 能力 の活卅について　 ▽　 十　　　　　 十

稼働能力を活用しているかどうかについては、①稼働能力があるかどうか、
②その具体的な稼働能力を前提として、その能力を活用する意思があるかどう

ごか、③実際に稼働能力を活用する就労の場を得ることがでぎるかどうかにより
判断することとされる( 局長通知 ・第４の１参照)。　　　　　　 づ
、　　　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ ●　　　　　　　　　　・。ア　 稼働能力の有無･について　　　　　　　　　　　　　 し　　 ご
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稼 働 能 力 が あ る か ど うか の 評 価 に つ い て は 、年 齢 や 医 学 的 な 面 か ら の 評 価

だ け で は な く 、 そ の 者 の 有 し て い る 資 格 、よ生 活 歴 ・職 歴 等 を 把 握 ヽ分 析 し 、

そ れ ら を 客 観 的 か つ 総 合 的 に 勘 案 し て 行 うこ と と され る( 局 長 通 知･ 第 ４ の

２ 参 照) 。

イ　 稼 働 能 力 を 活 用 す る 意 思 の 有 無 に つ い て　　 ・　　　 ｀

'稼 働 能 力 を 活 用 す る 意 思 がこあ る か ど う か の 評 価 に つ い で は 、求 職 状 況 報 告

書 等 に よ り 本 人 に 申 告 させ る な ど 、そ の 者 の 求 職 活 動 の 実 施 状 況 を 具 体 的 にｲ

把 握 し 、そ り 者 が 前 記 ア で 評 価 さ れ た 稼 働 能 力 を 前 提 と し て 真 摯 に 求 職 活 動

エ　 を 行 っ た か ど う かを 踏 ま え て 行 う こ とと され る( 局 長 通 知･ 第 ４ の ３ 参 照) 。
ウ　 稼 働 能 力 を 活 用 す る 就 労 の 場 の 有 無 に つ い て

就 労 の 場 を 得 る ご と が で き る か ど う か の 評 価 に つ い て は 、前 記 ア で 評 価 し

た 本 人 の 稼 働 能 力 を 前 提 と し て 、地 域 に お け る 有 効 求 人 倍 率 や 求 人 内 容 等 の

客 観 的 な 情 報 や 、育 児 や 介 護 の 必 要 性 な ど 、そ の 者 の 就 労 を 阻 害 す る 要 因 を

Ｉ　　　Ｉ　　　　　　　　　　　　　　　　
。　　・　　　　　　　　●　　　　　Ｉノ　 ふ ま え て 行 う こ と と さ れ る( 局 長 通 知 ・ 第 ４ の ４ 参 蜀)･。　 １　　　 ぺ

( ３) 請 求 人 の 稼 働 能 力 の 活 用 に つ い て

ア　 請 求 人 の 稼 働 能 力 の 有 無 に つ い で　　　　　　　　 ／　　　　　 づ
く 詛 求 人 は 前 記 認 定 事 実 （ う の と お り ー

ま れ で あ り
■　　　　　　　　　 ●　　　　｜　Ｉ　　　　　　　　　　　’　　　　　　　　　　　　 ，　　　　●　　　　　・

本 件 処 分 時 に お け る 年 齢 は 満 ● 歳 で あ る ． ま 参
ヽ
平 成 ２ ２ 年 １ ０ 月 ６ 日 付

けの請求人に係る検診書には、前記認定事実･（９）のとおり、傷病名及び病
状はなく、普通労働が可能であるこ とが記載されている。そして、当該検診
書 が 本 件 処 分 の直後 に 作成 され た ぢの で あ り 、その 間 に請求人 の健康 状 態 に
ｔ．　　　Ｉ!　．　　　　　　　‥

'････｡ ヽ ｄ
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大 き な 変 化 が あ っ た ご と を う か が わせ る 事 情 が な い こ と を 考 慮 す る と 、本 件

処 分｡時 に お い 七 も 、 同 様 の 健 康 状 態 で あ っ た こ と が 認 め ら れ る 。

こ の よ うな 請 求 人 の 年 齢 及 び 健 康 状 態 か ら す る と 、請 求 人 は 二 般 的 に 稼 働

能 力 を 有 し て い た とい うべ き で あ る。た だ し 、前 記 夥 定 事 実（４ ）の と お り 、

請 求 人 の 学 歴 は 中 学 卒 業 で あ り 、 資 格 等 は 有 し て お ら ず｡､一本 件 処 分 当 時 は 無

職 で あ り 、 前 記 認 定 事 実 （ ３ ）匸の と お り 、 ３ 人 の子 ど も を 育 児 し な が ら の 就

業 に な る 可 能 性 を 考 慮 す る と 、そ の 社 会 的 な 稼 働 能 力 は 限 定 的 な も の と 言 わ

ざ る を 得 な い 。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ．

Ｉ　　●　　　　　　　Ｉ
．
¶　　　　●　　　　　　　　　　●　　　　　　　　　・イ　 稼 働 能 力 を 活 用 す る 意 思 の 有 無 にづ い て　　　　　　　　　　　　 二

請 求 人 は 、 前 記 認 定 事 実 （ ５） の と お り 、 処 分 庁 の 助 言 指 導 に 従 い 、し9 月
中 に ３ か 所 の 求 職 活 動 を し て い た 。 そ し て 、’前 記 ア の と お り の請 求 人 の 稼 働

丿能 力 を 前 提 と し て 当 該 求 職 活 動 を 検 討 す る と 、請 求 人 が 真 摯 に 求 職 活 動 を し

て い な か っ た とい う こ･と は で き な い 。 イ　。　　 卜

し た が って 、 饋 求 人 は 、 そ の 稼 働 能 力 を 活 用 す る 意 思 が な か づ た とい うこ

と は で き な い 。　･･。　・ 。･　　　　　　　　　　　 。。･　　　 。・

ウ　 稼 働 能 力 を 活 用 す る 就 労 の 場 の 有 無 に つ い て

諳 求 人 は 、 前 記 認 定 事 実 （ ３ ） の とお り、 ３ 人 の 子 ど も を 育 児 す る 必 要 が



．ふ･92j 言

あ り、‘ 当該事由は、､前記認定事実｡（5 ） アのとお り、実際に請求人の就労を
阻害する要因になうていることが認められる。･ま た、請求人 のご学歴 及び有し

＼ ている資格がないことを考慮すると、本件処分当時において、請求人が、そ
’`’‘j‘`”の稼働 能力 を活用する就労の場を得るこ とは、困難で釦ったというべきであ

る。　　　　　　　　　ご ・　　　　　　　　　ｊ　　　　　　　　　`
エ　 小括　　　　　　　 ンヘ　　　　　　　　　　　　　　　 ゜

そ うすると、請求人は、その最低限度の生活を維持するために稼働能力を
活翔していなかったということはできず、この点を理由として行われた本件
処分は違法であったと言わざるを得ないj　　　　　　　　　 ＼

（41）そ の他 の利 用し得 る資産について　　　　　　　　　　　　 十
請求人の世帯には、前記認定事実（２）のとおり、本件申請当時、合計１２√

０ ０ ０ 円 の所持金があ りヽ、その後も、前記認定事実 （６）のとおり、福祉銀行

貸付制度を利用して２ ０， ０００円の貸付けを受 けてい る。　△　　　 ご
しかし、４人世帯である請求大世帯め最低限度の生活費を「生活保護法によ
●I　　　　　　　　・　　　　　　　　●　　　　　　　　　Iる保 護 の基 準」（昭和３８年厚生省告示第１５８号）に基づいて算定すると、

少なくとも月額で２０万円を超える。　　　　　　　　　　　　　　　 レ
そ うす ると、本件申請時における請求人世帯の所埼金及びその後の貸付金の

金額は、その最低限度の生活を維持するだめの資産 として十分でなかっ尭こと
は明らかであり、仮に後 日請求人が就職できたとしても、その間の当座の生活
費等を要する状況に変わりはなかったものと判断される。 十　　　　 コ
したがって、本件申請を却下した本件処分は、この点においても違法であっ

たと言わざるを得ない。 ＼ 。　　　　　　　　 ノ:　 ／　　　 し
（５） よって 、請求人のその余の主張を判断するまでもなく、稼働能力を活用して

いないごと粂理由に本件申請を却下した本件処分は、違法なものとし七取消し

＼を免 れない。’　　　　　　　　　　　　　　 … ……　　　　　 ’`
天
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結 論　　 ‥ ‥　　　　　 ／　　　　　　　　　　 ノ

●　嵋　　　　　　　
・　Ｉ　　　　Ｉ　● ．　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　

１以 上 の と お り 、本 件 審 査 請 求 は 理 由 が あ る か ら、 行 政 不 服 審 査 法 第 ４ ０条 第 ３

を 適 用 し 、 主 文 の とお り 裁 決 す る ．　　　　　 尚　　　　　　　　　　　 レ

平成｀23 年　６月２８日
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